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1.	 研究開発領域の定義
電気エネルギーを入力として目的とする物質を得る電解技術、および化学エネルギーを入力として電気エネ

ルギーを得る燃料電池に関する研究開発領域である。再生可能エネルギー電力の利用促進を背景として急速
に研究開発が進展している。電解による水素・アンモニア・有機ハイドライドなどのエネルギーキャリアおよ
びCO2を原料とする燃料・化成品の製造、エネルギーキャリアの高効率利用を可能にする燃料電池のための
電極触媒、膜材料、デバイス技術などの研究開発課題がある。

2.	 本領域の意義
カーボンニュートラルの実現には太陽光や風力などの再生可能エネルギー由来の電力を最大に導入する必

要がある。しかし、それらは天候依存性や地理的偏在性が大きく、電力としての直接利用には限界がある。
大規模導入には、再エネ電力を水素などエネルギーキャリアの形で変換・貯蔵・輸送するシステムの構築が
不可欠である。

水電解によるグリーン水素製造は、そのようなエネルギーシステムの中核技術である。アルカリ水電解
（AWE）や固体高分子型水電解（PEMWE）に加え、固体酸化物型水電解（SOEC）や陰イオン交換膜型
水電解（AEMWE）による手法も開発が進んでいる。得られた水素は、高圧ガスや液化水素のほか、アンモ
ニア、有機ハイドライド、ギ酸などのエネルギーキャリアに変換することで、長距離輸送や季節間貯蔵が可能
となる。また、水素とCO2を原料とする電気化学的合成反応により、メタノールやエチレンなどの化学品を製
造する技術は、炭素循環の有力な手段として注目されている。加えて、鉄鋼や化学、セメントなどの産業にお
いても、水素は化石燃料の代替として有望である。さらに、これらのエネルギーキャリアを高効率で利用する
ためには、燃料電池技術の高度化と普及が欠かせない。定置電源や中大型モビリティなど用途に応じた燃料
電池の性能向上が求められており、電解・燃料電池技術の研究はカーボンニュートラル実現の鍵となる。

3.	 研究開発の動向
3.1	 概要

水電解と燃料電池の基本原理は、19世紀に発見された。水電解の歴史は1800年、CarlisleとNicholson
がボルタの電堆（電池）の追試実験中に偶然発見したことに遡る1）。20世紀に入ると、AWEはアンモニア合
成用の水素製造技術として1920年代から50年代にかけて工業的に普及した。20世紀後半以降は天然ガス
などの化石燃料を用いた水蒸気改質が水素製造の主流になったが、21世紀になって気候変動対策が世界の
最重要課題となる中、水電解技術は再生可能エネルギーからCO2を排出しないグリーン水素を製造するキー
テクノロジーとして、再び大きな注目を集めている。

一方、燃料電池は1839年にグローブ卿が水素と酸素から電気を得る「気体ボルタ電池」を発表したのが
始まりであるが2）、出力が低く産業応用には至らなかった。燃料電池の転機は、Baconが1932年から開発
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を進めたアルカリ型燃料電池（AFC）である。高濃度の水酸化カリウム水溶液を電解質とし、ニッケル多孔
質電極を用いることで、高温高圧下で6 kWという高出力を達成した。この実績が評価され、AFCはNASA
のアポロ計画において宇宙船の電源として採用され、その信頼性を世界に示した。その後、1962年にデュポ
ン社がイオン交換膜「Nafion」を開発したことが、新たなブレークスルーを生む。この素材の登場により、
固体高分子型燃料電池（PEMFC）の研究が大きく進展し、特に自動車への応用開発が活発化した。

旧来のAWEは、KOHなどの濃厚アルカリ水溶液を電解質とするため、数mmの液層および隔膜（Zirfon 
PERL）を介したOH-イオンの伝導は、PEMWEのイオン伝導性や応答性に劣る傾向があった。また、生成
される水素・酸素ガスの混合を防ぐためのガス管理が難しく、急激な出力変動にも対応しづらいため、出力
変動の大きい再生可能エネルギーとの連携には、応答性が高く、ガス分離性にも優れるPEMWEの方が適し
ているとされていた。

しかし、サウジアラビア北西部のタブーク州に建設中の計画都市（NEOM）プロジェクトのような再生可
能エネルギーを用いたGW級の超大型水電解システムではコスト（白金族金属 [PGM] 不使用）や大型化の
しやすさ、耐久性などの面からPEMWEよりも信頼性のあるAWEが好まれ3）、Thyssenkrupp社製のAWE
が選択されている。近年は、動的運転可能なゼロギャップ構造を採用したAdvanced AWEも開発されてお
り4）、電流密度が従来AWEの0.2 ～ 0.6 A/cm2 程度から1.0 A/cm2 越えが視野に入り、応答性の改善も進
展している。

また、海水はそのままでは非バッファー性の天然水であり、電解には純水への前処理（逆浸透膜とイオン
交換材などによる脱塩）が必須である。上記のNEOMプロジェクトでもこの前処理が想定されている。さらに、
AWE方式ではKOHなどを添加してアルカリ水にする必要がある。このような状況から、直接海水電解の研
究が進められているが、この場合はCl- イオンによる電極腐食や塩素発生といった副反応が大きな課題であり、
さらにMg2+やCa2+ が陰極で水酸化物や炭酸塩を析出し、触媒活性部位を遮蔽して過電圧の増加と効率低下
を招く。また、膜や触媒の寿命低下や装置の耐久性の問題、エネルギー効率の劣化、並びに高コストな初期
設備・運用コストの高さも克服すべき技術的障壁となっている。その中で、電極を保護する材料開発などで、
オンオフを繰り返しても10,000時間にわたる断続運転にも耐える長寿命海水電解システムも報告されている5）。

一般に、技術開発においては性能・コスト・寿命の3要素のバランスが重要となる。電解・燃料電池の場
合は性能指標として出力（電流）密度が重視され、高出力密度はシステムの小型化を可能にするため、設置
面積や燃料電池自動車（FCV）などのモビリティ用途で有利となる。コスト面では、PEM系では高価なPGM

（特にPt, Ir）元素使用量の削減が課題となる。 AWE系では、触媒劣化や構造材腐食により交換・補修が多
発すると部材費やメンテナンス費が増大する。耐久性低下は稼働率の低下や電力単価の上昇を招き、総発電
コストを押し上げる要因となる。一方、固体酸化物系では高温下での電解質・電極の安定性や熱膨張整合性
を満たす材料が高コストである。寿命の面では、特に電解装置は長期間の運転によって投資回収するが、現
状の非PGM系触媒は耐久性に課題を抱えている場合が多い。各国で多数の大型電解プロジェクトが発表さ
れる一方、グリーン水素はグレー水素に比べ割高であるため、長期契約を結ぶ購入先（オフテイカー）の確
保が難しい。さらに、再エネ電力価格や水素販売価格の変動、インフラ未整備、大規模電解装置の実績不足、
規制や認証基準の不確実性などが障害となり、最終投資決定（FID）に至る案件はごく一部にとどまっている3）。
このような性能・コスト・寿命の3要素のバランスを追求することが電解・燃料電池の研究開発において100
年以上続く課題であり、次のトピックスで最新動向を紹介する。

3.2	 トピックス
•	PEMFCでのPt量削減の現状

Pt系の電極触媒でのPt使用量削減は、①より少量のPt添加で触媒活性を維持する漸進的な手法と、②Pt
を完全に排除する革新的なPtフリー触媒の開発という2つの方向から、世界中で継続的に研究されている。
②の代表例がFe-N-C系触媒である。しかし、PEMFCの酸性環境下では、活性中心であるFeがイオン化し
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て溶出しやすく、溶出したFeイオンがPEMに捕捉されると、そこでラジカルを生成し、膜のポリマー骨格を
化学的に劣化させる要因となる。米国エネルギー省（DOE）もこの課題を指摘しており6）、長期稼働には未
だ課題があるとされる。このため、現時点ではPtを完全に排除するよりも、Ptの使用量を最適化する方が実
用化に近いアプローチと考えられる。具体的には、Pt-CoやPt-Niなどの金属間化合物が有望視されており7）、
これらを面心正方格子のように規則的に配列させることで、金属間結合を強化し、酸性環境下でのCoやNi
の溶出を抑制する。また、この構造においてPtのd バンド中心を制御することで、酸素還元反応（ORR）の
触媒活性を向上させることができる7）。さらに最近の触媒設計では、高度に規則配列化された三元系
Pt2CoCu触媒などの複雑な金属間化合物に焦点を当てている。

•	PEMWEでのIr量削減の現状
PEMWEの電極触媒開発の方向性もPEMFCと同様であるが、①より少量のIr添加で触媒活性を維持する

漸進的な手法と、②Irを排除する革新的なIrフリー触媒の開発という2つの方向がある。①ではIrはPtより
も希少かつ高価な元素であり、現在の使用量は1～2 mg/cm2 程度であるが、0.5 mg/cm2 以下への削減が
目標とされている8）。高価なイリジウムの使用量を削減する主要な戦略は、安定した酸化物担体上にIrを高
度に分散させることである。例えば、酸化マンガンとの相互作用によって生成される6価Ir酸化物触媒は、
0.02-0.08 mg/cm2という超低担持量で高い触媒活性と化学的安定性を両立するという報告がある9）。また、
Irの利用率と化学的安定性を高めるため、高電位で腐食しやすい炭素担体に代わり、酸化スズ、酸化チタ
ン10）、酸化ニオブなどによりIrナノ粒子を強固に固定することで、触媒活性と耐久性を向上させた報告もある。
②のIrフリー触媒に関しては、RuO2 においてNiなどの異種金属ドープにより酸性環境下でのRuを安定化さ
せ、触媒活性と耐久性の改善例がある11）。さらに、データ駆動型の触媒設計を活用することで、酸性環境下
で安定した酸素発生反応/水素発生反応（OER/HER）両機能性を示す低コスト金属酸化物RbSbWO6 が発
見された12）。

•	SOFCおよびSOECの現状
固体酸化物型燃料電池（SOFC）/SOECの特徴と課題の多くは、高温作動（600～850℃）に由来する。

高温のためイオン伝導性が高く、触媒活性も高くなることから高い発電効率（50～55 ％）が期待できる13）。
化学プラントなど周辺の有力な高温熱源からの廃熱が利用できればエネルギー効率をさらに改善できる。ま
た、SOFCの場合は熱電併給（コージェネレーション）により、熱＋電気の総合効率を90％程度まで向上可
能である。この系は高温運転で電極自体が触媒として機能するので、PGM触媒が不要で材料コストを抑える
ことができる。さらに、COを含む燃料を直接利用でき、都市ガスや改質水素など多様な燃料を柔軟に扱える
点も利点である。一方、課題としても高温作動のため、構成部材に耐熱性が必要となり高コスト化する。また、
昇温するため起動に時間がかかり、起動時と停止時の温度差で電極と電解質の熱膨張率の相違から亀裂発生
など耐久性に問題が生じる。特にSOECは吸熱反応となるため熱源への負担が大きくなるが、高温かつ高電
位の酸化性環境にさらされることで、空気極材料の劣化が加速しやすい。運転中にSrが移動・偏析すると
SrOやSrZrO3 などの高抵抗な絶縁相を形成し14）、最悪の場合には電極の剥離が生じる。このため、Sr含有
量を減らした新規ペロブスカイト材料の開発や異種元素ドーピングにより偏析を抑制する対策が取られる。さ
らに、補器類が大型・複雑で、高温対応必須となる。低温作動（約600℃）する固体酸化物系の研究も進
められているが、主流は高温作動を所与の条件として、その特徴を活かす方向で模索されている。特に
SOECは水と二酸化炭素の共電解が可能でH2とCOからなる合成ガスを生成できるので、水素生成と化学原
料生成（CO）とCO2 削減を同時に実現する期待がある。
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•	電気化学的CO2 転換
CO2と水から、再生可能エネルギー由来の電力を利用して、COではなく、より付加価値の高いC2+ 化合物

(エチレンやエタノールなど)への転換技術は炭素循環の観点から重要であるが、その実現には大きな経済的・
技術的障壁が存在する。主要なコスト要因は電力価格と電解装置の設備投資であり、エチレンやエタノール
の市場価格が約1ドル/kgであることに対して経済性を確保するには、電解効率の大幅な向上と、極めて安
価な再生可能エネルギー由来の電力が必要となる15）。触媒性能の面からは、C2+ 生成物へのワンパス転換率
が低いことも、（特に水溶性の）生成物の分離・精製や未反応CO2 の再循環に多大なコストを要する大きな
課題である。そこで、低ワンパス率を改善する、C2+ 生成物への高選択性を目指す触媒開発の中心が銅触媒
である。銅はC-C結合形成を促進し、C2+ 生成物を合成可能な唯一の単体金属触媒として知られている。し
かし、通常はエチレンや他の炭化水素を含む多様な生成物の混合物を生み出し、アルコール類への選択性は
低い。このため、複雑な反応を複数のステップに分割する「タンデム触媒」は、C2+ 生成物への選択性を劇
的に向上させる戦略として提案された。このアプローチでは、2層構造の触媒を用いる。第1層がCO2をCO
へと高選択的に還元し、第2層がその場で生成された高濃度のCOを効率的にC-Cカップリングさせ、C2+ 生
成物へと転換する。 Ag-Cu-NC（窒素ドープ炭素）からなる階層的タンデム触媒は、519 mA/cm2でC2+ 生
成物のファラデー効率（FE）が87.5%（うちエチレン53.5%）を示しているが、現状ではまだ50時間の安
定性である16）。

金属錯体分子触媒によるCO2 からC2+ 生成物への転換も研究されている。臭素架橋二核銅錯体を触媒とす
るCO2およびCO還元反応（CORR）では、C2 生成物に加えてプロパノールのようなC3 生成物の合成も可
能であることが示された17）。この研究では、オペランドXAFS解析により、CO2 還元反応中も金属銅への変
化は生じず、金属錯体の構造が維持されることが確認されている。この構造がCO2 の吸着性能を高め、C-C
結合の形成を促進し、同時に水素生成を抑制する要因となっている。さらに、第一原理計算（DFT）により、
オペランド計測結果とエネルギー論的に整合性のある反応機構も提案されている。このような系の実用性に関
しては、電極耐久性、スケールアップ性、反応条件の適合性など多角的な検証が今後求められるが、注目さ
れる研究の方向性である。

3.3	 課題
•	陰イオン交換膜（AEM）型セル技術の展望と課題

AEM系の燃料電池および水電解は、AWEと同様に非PGM触媒を利用可能で、PEM系に匹敵する高電
流密度運転が期待される次世代技術である。しかし、現状は様々な技術的課題を抱えている。陰イオン交換
膜の高伝導性・高機械強度・高化学安定性という三要素はトレードオフの関係にあるため、全要素の同時達
成が困難な「トリレンマ」に帰着する18）。

たとえば、膜のイオン伝導性を向上させるために膜中のベンジル型カチオン（ベンジルトリメチルアンモニ
ウム）の密度を高めると、この系においてイオン伝導を担うOH- による求核攻撃を受けやすくなり、化学分解
が進行して安定性と耐久性が低下する課題がある。このため、最近ではアルカリ耐性の高いカチオン設計（例：
ピロリジニウム、イミダゾリウムなど）の研究が進展している。また、膜の骨格をつくる炭化水素系の高分子
主鎖（例えばポリフェニレン系など）もイオン伝導性が高い高温・高アルカリ環境下では劣化しやすく、膜の
物理的強度が低下する。イオン伝導のために膜には適度な湿度が必要であるが、水分が不足する場合はドラ
イアウトによるイオン伝導性の低下が、過多の場合はあふれた水がガス拡散経路を妨げるフラッディングが起
こり、いずれも正常動作の障害となる。PEM系と比較すると、OH- の移動には水分がより強く関与するため、
湿度管理が重要になる。

一方、電流密度を向上させる単純な解決策はPt触媒を添加することだが、非PGM系触媒というAEM系
の重要なセールスポイントが失われる。 AEMFCの場合は、膜のイオン伝導性の低さや触媒活性の低さから
PEMFCとの比較でAEMFCの電流密度は低い。つまり、現状の非PGM系触媒のORR活性は未だ低い。
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AEMWEの場合は、アノードが高電圧かつ高酸化雰囲気にあるため、触媒の金属原子が溶出しやすく、溶出
したイオンが膜に捕捉されると膜の劣化につながる。さらに、空気中または水中のCO2 がOH-と反応して、
イオン伝導性の低い炭酸イオンや炭酸水素イオンを形成する。これらの炭酸塩は電極を閉塞してフラッディン
グを起こす可能性があり、これも性能劣化要因となる。

•	PEMFC/PEMWEに関連する資源・倫理・規制リスクへの対応
PEM系電極触媒原料として重要なPtとIrは供給地が限られており、南アフリカに大きく依存している。 Ir

はPtの精錬過程の副産物として得られ、PtとIrは共に供給リスクが指摘されている。また、これらの採掘に
おいては、南アフリカをはじめとする一部地域で労働者の権利保護や鉱山周辺の環境保全に関して懸念が指
摘されている。

現時点のEUのグリーン水素認証制度（改正再生可能エネルギー指令 [RED III]など）は、水素の製造過
程における温室効果ガス削減量や再生可能エネルギーの使用に主眼を置いており、EU電池規則とは異なり、
原材料の調達段階における倫理的・人権的問題は明示的な評価対象とはなっていない。ただし、企業のサプ
ライチェーン全体に対して環境・人権デューデリジェンスを義務付ける企業持続可能性デューデリジェンス指
令（CSDDD）や、ESG開示を義務づける企業持続可能性報告指令（CSRD）の動きにより、製品の持続
可能性評価において原材料調達段階の倫理性が問われる可能性が高まりつつある。 CSDDDは企業規模に応
じて2027年から2029年にかけて段階的に適用が開始され、不遵守の場合、最大で全世界売上高の5%に
相当する高額な制裁金が科されるほか、被害者が企業に対して民事責任を追及できる規定がある。

一方、NafionやバインダーのPVDFなどPEM系の主要部材は、化学品の登録、評価、認可及び制限に
関する規制（REACH規制）の枠組みの中で進められているEUでのPFAS包括規制の対象に含まれる。た
だし、PEM水電解や燃料電池など脱炭素化に不可欠とされる用途については、技術的代替困難性が認めら
れる場合、何らかの猶予期間が設定される可能性がある。

PEM系のリサイクルについてPtでは乾式回収と湿式回収の両方で90%前後を達成している。湿式回収の
方が、相対的に低環境負荷と考えられるが、スループットが低いので乾式と湿式のハイブリッド型も検討され
ている。 Irの回収もPt同様であるが、IrO2 は王水に溶けにくく、酸化揮発しやすいため、湿式、乾式の両方
で回収率はPtよりも10％程度低下する傾向にある。さらに、PtとIr以外の材料の回収に関しては、コストは
高いが、再利用価値が低いのであまり進展していない。 PEM系は樹脂材料が多く再資源化の面では固体酸
化物系よりも不利という評価もある。

3.4	 各国・地域の取り組み
【日本】

2023年6月、経済産業省は「水素基本戦略」を6年ぶりに改定した。この改定では『水素産業戦略』と
いう概念を新たに打ち出した。そこでは、日本の水素関連技術・製品を国内外で普及させ産業競争力を強化
するため、実証事業による課題解決や初期需要創出から、産業化を加速させる方向への転換を目的としている。
国内需要のみでは量産効果が得られずコスト低下が進まないため、国内外市場を一体的に捉えて早期に産業
化し、コスト低減と需要拡大の好循環を構築する。「技術で勝ちビジネスでも勝つ」ために、水素供給、脱炭
素型発電、燃料電池、水素直接利用、水素化合物活用の５類型９分野を中核とし、個別支援に加え地域単
位での産業連携による普及を推進する。さらに、水素基本戦略の実施を支える法的枠組みとして、2024年5
月に「脱炭素成長型経済構造への円滑な移行のための低炭素水素等の供給及び利用の促進に関する法律（い
わゆる水素社会推進法）」が成立した。現時点での主要な助成事業は、

•	国立研究開発法人新エネルギー・産業技術総合開発機構（NEDO）のグリーンイノベーション基金事
業において、『大規模水素サプライチェーンの構築』、『水素還元製鉄技術の開発』、『水電解による水素
製造の低コスト化』などのプロジェクトが進行している。
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•	科学技術振興機構が実施する革新的GX技術創出事業（GteX）では、未来の技術的優位性を確保する
ことを目的に、次世代水電解、次世代燃料電池、先進的水素貯蔵などの研究開発が進められている。

［評価*　基礎研究：現状○／トレンド→、応用研究・開発：現状○／トレンド→］

【米国】
バイデン前政権時の2022年8月に成立したインフレ抑制法（IRA）は今後の米国および世界の水素利用

拡大に大きく貢献すると考えられてきた。しかし、2025年7月に成立した財政調整措置（one big 
beautiful bill act）により、IRAのクリーン水素に関する税額控除（セクション 45V；1kgあたり最大3ドル）
において水素製造施設の建設開始期限が2027年12月31日へ５年前倒しされた。 DOEによる2022年の分
析では、補助金なしの場合にPEMWEによるグリーン水素の均等化水素原価（LCOH）は1kgあたり5ドル
から7ドルと試算されている19）。45Vの税額控除はDOEが進める「Hydrogen Shot」の2031年に1ドル/
kg-H2という目標実現への大きな推進力と考えられてきた。また、前政権時に、生産者、消費者、そして輸送・
貯蔵インフラを地理的に集約することで、地域ごとの水素エコシステムを立ち上げる地域クリーン水素ハブ

「Regional Clean Hydrogen Hubs（H2Hubs）」プログラム（8件[7地域]で総額70億ドル）が進めら
れてきた。2025年7月時点では「Hydrogen Shot」や「H2Hubs」に対して明確な政策転換は公表され
ていないが、グリーン水素に関する今後の米国政府の支援策には大幅な変更が予想される。「Hydrogen 
Shot」と「H2Hubs」以外の水素関係の助成プログラムとして以下が挙げられる。

•	Clean Hydrogen Electrolysis Program
•	Hydrogen Fuel Cell R&D 
•	Loan Programs Office（LPO）- Title 17 / ATVM（グリーン水素プロジェクトへの融資保証枠）

［評価*　基礎研究：現状○／トレンド↘、応用研究・開発：現状○／トレンド↘］

【欧州】
EUは2022年5月、ロシア産化石燃料からの脱却を目指す「REPowerEU」計画の中で、2030年までに

域内で1,000万トン、域外からの輸入で1,000万トンの再生可能水素を供給する目標を設定した。EU戦略の
核心は、法的拘束力のある需要を創出することにある。改正再生可能エネルギー指令（RED III）は、2030
年までに産業界で使用される水素の42%を非生物由来の再生可能燃料（RFNBOs）、すなわちグリーン水素
とすることを義務付けた。また、グリーン水素の導入拡大を支援するため、欧州水素銀行は競争入札を通じ
て、再生可能水素の製造コストと市場価格との差額を補填する固定プレミアムを生産者に支給する。さらに、
2026年から本格導入される炭素国境調整メカニズム（CBAM）は、EU域外から輸入される水素やアンモニ
アなどの製品に対し、その製造過程で排出された炭素量に応じた価格を課すとしている。EUの現時点の主要
な助成事業としては以下が挙げられる。

•	IPCEI Hydrogen（水素技術開発のHy2Tech、産業界での水素利用のHy2Use、水素インフラ整備の
Hy2Infraおよびモビリティ分野のHy2Moveから構成される）

•	EU Innovation Fund（EUの排出量取引制度の収入を原資に、脱炭素技術全般に投資する資金助成プ
ログラム）

•	Clean Hydrogen Partnership（Horizon Europeの下にある、EU、産業界、研究機関の官民パート
ナーシップ）

ドイツは2023年7月に国家水素戦略の更新を行い、2030年の国内水電解装置の導入目標を従来の5 GW
から10 GWへと倍増させた。さらに、「水素スターターネットワーク」という計画では既存の天然ガスパイプ
ラインの転用を軸に、2030年までに全長1,800 kmを超える国内水素パイプライン網を構築することで、北
海の輸入ターミナルと国内の主要工業地帯が接続される。ただし、2025年6月の予算案では水素戦略実現
のための中期的財政計画（2026～2033年）が37.5億ユーロから12.8億ユーロへ、産業の脱炭素化を支
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援する基金は246億ユーロから18.4億ユーロへと、それぞれ大幅に減額される見通しなので、上記の目標達
成が懸念されている。

英国は2023年から３年間に渡って、グリーン水素製造への支援対象を割り当てる競争入札（Hydrogen 
Allocation Round: HAR）を実施している。第1回のHAR1では11プロジェクト（合計125 MW）が選
定された。

［評価*　基礎研究：現状◎／トレンド↗、応用研究・開発：現状◎／トレンド↗］

【中国】
中国は巨大な国内市場と圧倒的な製造能力を背景に、サプライチェーン全体での自給自足と国際的なリー

ダーシップの確立を目指している。特にAWEの低コスト化で世界をリードしており、水電解では世界の年間
設備導入量の約半分は中国とされる。2024年半ばには水素ステーションの数は390カ所以上に達し、世界
全体の4割を占める。このインフラ網は、2035年までにFCVの100万台導入という目標を支える基盤である
が、2024年のFCV販売台数が4年ぶりに前年割れを記録（5,000台）しており、必ずしも全てが順調とは
言えない。現時点の主要な助成事業として以下が挙げられる。

•	国家燃料電池車実証都市クラスター（上海、成都、武漢など10都市）
•	第14次五カ年計画に基づく「中長期の水素エネルギー産業発展計画」
•	各省・市によるローカル支援策（地方補助金・投資誘致。例：山東省水素エネルギー産業発展中長期

計画）
［評価*　基礎研究：現状◎／トレンド↗、応用研究・開発：現状◎／トレンド↗］

【韓国】
現代自動車グループを中心とした強力な産業基盤を活かし、FCVを起点とした水素経済の構築を推進して

いる。水素ステーションの数は2024年2月時点で290カ所に達し、FCVの普及率とインフラ密度では世界トッ
プクラスにある。しかし、韓国国内のFCV販売台数も近年は5,000台／年程度で伸び悩み、FCV以外の用
途の開拓も模索されている。例えば、2024年末には、クリーン水素生産基準（CHPS）に基づく水素および
アンモニアベース電力の発電オークションが行われ、石炭火力とアンモニアの混合燃焼方式で年間 750 GWh
の電力供給計画を提出した企業が落札した。現時点の主要な助成事業として以下が挙げられる。

•	第1次水素経済履行基本計画（2021年）
•	水素都市（Hydrogen Cities）プロジェクト（生活インフラ全体に水素を活用する実証的プロジェクト）

［評価*　基礎研究：現状○／トレンド→、応用研究・開発：現状○／トレンド→］

*�基礎研究：大学・国研などでの基礎研究の範囲、応用研究・開発：技術開発（プロトタイプの開発含む）の範囲 
現状（日本の現状を基準にした評価ではなく、CRDS の調査・見解による評価）： 
　　◎ 特に顕著な活動・成果が見えている　〇 顕著な活動・成果が見えている、 
　　△ 顕著な活動・成果が見えていない　　× 特筆すべき活動・成果が見えていない 
トレンド（ここ1～2年の研究開発水準の変化）： ↗上昇傾向、→現状維持、↘下降傾向

関連領域
類似のテーマを異なる分野の視点から相互に記載している領域は以下の通り。

分野名 領域番号 領域名 公開年月

環境・エネルギー分野 E2.02 水素・アンモニア技術 2025年12月
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